[bookmark: _GoBack]農地転用許可申請提出書類一覧

受付期間：毎月20日(土日・祝日を除く、休日の場合は前日の開庁日まで）
提出部数：原本１部　(写し一式を地区担当委員へ提出）
注意事項：農地転用許可提出書類の写しを一式を地区担当農業委員会委員へ提出し、申請内容の説明をお願いします。
添付する証明書等は3か月以内に発行された原本を提出してください。
書類に不備がある場合は受理できません。


記号の意味　●：必ず必要　▲該当する場合に必要な書類
	No
	記号
	書 類 名
	注意事項
	確認

	1
	●
	許可申請書
	申請書は農業委員会が定める様式を使用すること、記入例を確認し、記載漏れのないようにお願いします。
	□

	2
	●
	土地の登記事項証明書
	全部事項証明書に限る
	□

	3
	●
	土地の地番を表示する公図
	法務局で取得した公図の写し（インターネットの登記情報提供サービスで取得した公図も可)　申請地を赤枠で囲み、配置計画、隣接地の所有者、地目、面積を記入
	□

	4
	●
	転用候補地の位置及び附近の状況を表示する図面
	縮尺1/25,000の村図(コピー可）に明示すること
	□

	5
	●
	事業計画書
個人住宅の場合は不要
	①事業の目的　②計画の内容　③転用候補地選定理由、④離農者に対する措置　⑤付近の農地、その他被害を及ぼす場合の措置について記載
	□

	6
	●
	事業施設の設計図
	建物の平面図、姿図を添付
	□

	7
	●
	事業施設の配置図
	建設予定建物・施設等の面積、位置及び施設物間の距離を表示
施設を利用するために必要な道路、用排水施設、その他の施設の位置を明示すること
	□

	8
	●
	資金計画に基づいて事業を実施するために必要な資力及び信用があることが確認できる書面
	自己資金の場合は、金融機関の残高証明書あるいは預金通帳等の写し(口座名義人の原本証明が必要)を、借入金の場合は、金融機関の融資証明等を添付してください。
	□

	9
	●
	申請地付近の案内図 
	住宅地図の写し等
	□

	10
	●
	農地転用許可申請に伴う確認書兼関係課合議書
	地区担当委員の署名が必要です。
	□

	11
	●
	被害防除措置計画書
	事業実施に伴う被害防除措置について記入するとともに、被害発生の恐れがない場合は、その理由を記載してください。
	□

	12
	▲
	法人登記事項証明書又は定款
	申請者が法人の場合
	□

	13
	▲
	転用事業の実施についての申請地に設定されている権利の登記名義人の同意書
	所有権以外の権限に基づいて申請する場合
	□

	14
	▲
	他法令による許認可等があったことを証する書面
	他法令による許認可、関係機関との協議を要する場合に必要
	□

	15
	▲
	土地改良区の意見書
	※意見を求めた日から30日経過後も意見が得られない場合は、その事由を記載した書面
	□

	16
	▲
	工事工程表
	事業計画面積 5,000㎡以上のもの
	□

	17
	▲
	委任状　確認書
	行政書士による代理人申請の場合
	□

	18
	▲
	地区内道水路の処置に係る所管部局との調整を証する書面
	事業地内に道水路がある場合
	□

	19
	▲
	取水・排水にかかわる権利者の同意書
	水利権者、漁業権者その他関係権利者の同意を得ている場合
	□

	20
	▲
	住民票、戸籍謄本、相続関係書類等
	申請書と土地の登記事項証明書の記載内容が異なる場合
	□

	21
	▲
	印鑑証明書
	抵当権者等利害関係人の同意書を求めた場合でその真意を確認する必要がある場合
	□




申請内容により添付いただく書類
	No
	申請内容
	書類名・注意事項
	確認

	22
	一時転用申請の場合
	①農地復元に関する誓約書
②工事工程表③農地の復元に関する土地所有者との契約書又は同意書の写し
	□

	23
	特定建築条件付売買予定地の場合　
	転用事業者と土地購入者との間における売買契約の一般的な契約書案　
	□

	24
	建売住宅
	①過去における事業概要
過去において実施した建売住宅事業（転用許可を受けたものに限らない。）のうち主要なものについて、候補地の選定から販売に至るまでの状況（所在、棟数、面積、購入者の募集方法、期間等）を記載した書類
②申請地を選定した理由等
申請地を選定した理由及び土地造成、建築、販売等一連の事業計画を詳細に記載
③宅地建物取引業の免許を有していることを証する書面の写し
※その他　過去に許可を受けたものについて、未だ販売等が完了していないものについては、それに係る今後の処分計画や土地造成費、建築費等についての見積書
	□

	25
	資材置場
	①現資材置場の図面…各資材置場ごと所在地及び面積を表示し、所有権・賃借権等その土地に係る権利内容及び置いている資材の種類、内容、配置等を記載
②今回必要とする理由についての書面…事業実績、事業内容等からの必要性を具体的かつ詳細に記載
③申請に係る利用計画…置く資材の種類、内容、配置等を記載
④現場事業所等の位置的関係がわかる図面…現場事業所等と申請地との位置的関係を図面に表示すること
	□

	26
	貸駐車場、貸資材置場、貸店舗等貸すことを前提とした施設である場合
	[借受者が特定されている場合]
契約書の写し又は借受予定者の施設利用に関する事業内容の資料等借主が特定できる書類
[借受者が特定されていない場合]
貸施設業についての計画や過去の実績、施設利用の 確実性や必要面積についての資料 
	□

	27
	再生可能エネルギー発電設備
	平成29年4月1日以降に改正FIT法による事業計画の認定を申請した事業者
	経済産業大臣による再生可能エネルギー発電に係る事業計画の認定通知書の写し又は次に掲げるすべての書類
①当該申請の事実を証明するもの(「再生可能エネルギー電子申請ホームページ」の申請画面の写し)
②ア又はイのいずれか(接続制限のない地域の場合は、電力会社からの接続検討に対する回答書の写しで可)
ア 書面申込の場合：電力受給契約申込書(電力会社の受付印が押印されたもの)の写し
イ インターネットで申込の場合：申込み情報詳細(受付番号が記載されたもの)の写し
	□

	
	
	平成29年3月31日以前にFIT法による設備認定を申請した事業者
	①経済産量大臣による再生可能エネルギー発電設備の認定通知書の写し及び②次のいずれかの書類(接続制限のない地域の場合は、電力会社からの接続検討に対する回答書の写しで可)
ア 書面で申し込んだ場合、電力受給契約申込書(電力会社の受付印が押印されたもの)の写し
イ インターネットで申し込んだ場合、申込み情報詳細(受付番号が記載されたもの)の写し
	□


　　　　　　　　　　　　　　農業委員会が必要と判断した場合、上記以外の書類の提出を求める場合があります。



裏面の注意事項も
ご確認ください。
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申請書記載の注意事項
(1) 申請日　農業委員会に提出した日を記入してください。
(2) 申請者　① 申請者自身が記名・押印してください。(氏名を自署する場合は.押印を省略することができます)
② 筆跡又は印影に疑義がある場合は申請意思の確認を行う場合があります。
③ 申請者が法人の場合、法人名と代表者名を記入し、代表者印を押印してください。
また、代表者の役職名は法人の登記事項証明書の記載と一致させてください。
(3) 「申請当事者の氏名、住所」欄
① 申請者の氏名・住所は、申請時の住民票の氏名・住所を記入してください。
② 申請者が法人の場合、｢氏名｣は法人名と代表者の役職・氏名、｢現住所｣は法人登記事項証明書に登記された所在地を記入してください。
③ 譲渡･賃貸人が複数の場合は、枠内を横線で区切るか別紙を作成するなど、適宜の方法で記入してください。
④ 譲渡･賃貸人の氏名・住所が土地登記事項証明書の記載と異なる場合は、申請者が土地所有者であることを証する住民票等を添付してください。 
(4) 「許可を受けようとする土地の所在、地番、地目、面積、耕作者の氏名」欄
① 土地の所在、地番、登記簿地目、面積は、申請地の登記事項証明書に基づいて記入してください。
② 土地の筆数が多い場合は、枠内に横線を引いて行を増やすか別紙を作成するなど、適宜の方法で記入してください。
③ 面積の計の田・畑別の内訳は、現況地目で集計してください。
(5) 「転用計画」欄
① 「転用の目的」欄は、転用目的を具体的かつ簡潔に記入してください。
【例】「住宅」「建売住宅」「工場」「駐車場」「資材置場」「住宅進入路」等。
② 「事由の詳細」欄は、申請地を転用したい理由（５条申請の場合は、譲受･賃借人の理由）を具体的に記入してください。
③ 「事業の操業期間又は施設の利用期間」欄は、次の例により記入してください。
【例】ア．永年転用の場合：「○年○月○日から永年間」
イ．一時転用の場合：「○年○月○日から○年○月○日まで」「許可日から△年間」
④ 「転用の時期及び転用の目的に係る事業又は施設の概要」欄は、工事予定期間を明確に記入するととともに、建築物については、付帯施設も含めて、それぞれの名称及び建築面積を記入してください。
(6) 「権利を設定・移転しようとする契約の内容」
①権利の種類・・ 所有権(売買、贈与)等　賃貸借権、使用貸借権、等を記入して下さい。
　②権利の設定・移転の別・・上記①の権利の種類が「所有権」であれば移転、「貸借権」であれば設定を選択してください。
(7) 「資金調達についての計画（土地購入の場合、その資金も含む）」欄
      ①次の例により記入し、②の資料を添付してください。
　　（例）     必要資金  　　　　　　　　　   資金調達
土地購入費  ○○○万円　　　借 入 金　○○○万円（別紙融資証明書のとおり）
土地造成費  ○○○万円　　　自己資金　○○○万円（別紙残高証明書のとおり）
建  築  費  ○○○万円　　　　合 計   ○○○万円
合  計    ○○○万円





「特定建築条件付売買予定地」の場合は、農地転用許可に係る当該土地の全てを販売することができないと転用事業者が判断した場合は、販売することができなかった残余の土地に転用事業者自ら住宅を建設する場合において必要となる資金を含めた資金計画を記入してください。



② 添付資料【資金が自己資金の場合】…金融機関の残高証明書、又は預金通帳等の写し
【借入金の場合】…金融機関の融資証明等を添付してください。
「預金通帳の写し」を添付する場合は口座名義人の原本証明が必要です。
金融機関、口座名義人が記載されたページと、直近の残高金額がわかるページをコピーし、余白の部分に「原本の写しに相違ありません」と記載し、作成日、名義人の署名、押印をおこなってください。




【自己資金及び借入金以外から調達する計画の場合】…内訳にその内容を具体的に記入してください。また、それら資金の拠出を証明する書面の添付が必要です。
【例】「移転補償 ５００(万円)」「県補助金 ３００(万円)」

(8) 「転用することによって生ずる付近の土地・作物・家畜等の被害の防除施設の概要」欄
申請書に「別紙のとおり」と記載のうえ、別紙「被害防除措置欄計画書」に転用行為によって、予想される被害の内容、範囲、被害を及ぼす原因等について記入するとともに、被害の防除方法、防除施設の設置計画等の概要を記入し、添付してください。

(9) 「その他の参考となるべき事項」欄
① 関係他法令に基づく許認可等を要する場合は、その法令名等及び申請書の提出年月日（又は提出予定年月日）を次の例により記入してください。
【例】「都市計画法第２９条の開発許可申請 ○年○月○日申請済」
② 住宅用地の拡張等、既存施設の拡張の場合は、「既存の宅地面積〇〇〇㎡、転用後の合計面積〇〇〇㎡」のように内訳を記載してください。
 ③「特定建築条件付売買予定地」の場合は、以下を必ず記載してください。
(ア)転用事業者と土地購入者とが売買契約を締結し、当該転用事業者又は当該　転用事業者が指定する建設業者と土地購入者とが当該土地に建設する住宅について一定期間内（おおむね３月以内）に建築請負契約を締結することを約すること。
(イ)転用事業者又は転用事業者が指定する建設業者と土地購入者とが、①の一　定期間内に建築請負契約を締結しなかった場合には、当該土地を対象とした売買契約が解除されることが当事者間の契約書において規定されていること。
(ウ)転用事業者は、農地転用許可に係る当該土地の全てを販売することができないと判断したときは、販売することができなかった残余の土地に自ら住宅を建設すること。










（10）その他　記入欄だけでは内容を十分表現できない等の場合は、別紙に記入し、記入欄には「別紙のとおり」と記入するなど、適宜の方法で記入してください。





問い合わせ先
南箕輪村農業委員会事務局　
〒399-4511　長野県上伊那郡南箕輪村4825番地1
電話：0265-72-2176
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